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連結営業利益：計画(2Q発表）を約3億円上回り、前年比+11.2%と二桁増益 

米飯、カウンターFF、デザート、デイリーフーズ、たばこなどが前年比100%超えと好調に推移。  

生鮮食品の取り扱いを積極拡大し、女性やシニアの客層拡大が順調に進み、売上高の拡大に寄与。 

連結当期純利益：計画（2Q発表）を約14億円上回るも微減益 

資産除去債務82億円、震災影響34億円が影響。 

2011年度通期の実績 

2009年度 2010年度

（連結：億円） 実  績 実  績 実  績 前年比・差 計画比・差
チェーン全店売上高 16,661 16,828 18,258 108.5% 101.0%
営業利益 502 555 617 111.2% 100.4%
対チェーン売上高営業利益率 3.0% 3.3% 3.4% 0.1%P 0%P
経常利益 494 545 617 113.1% 102.2%
当期純利益 125 253 248 98.0% 105.9%
EPS（円） 126.67 254.61 249.17 97.9% 105.9%
配当性向 126.3% 66.8% 72.2% 5.5% -
一株当たり配当(円） 160 170 180 105.9% -

総店舗数 9,761 9,994 10,457 463 83

2011年度

注：計画比は第2Q決算発表時修正計画との対比。
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総荒利益率前年同期差(右軸） たばこ抜き総荒利益率前年同期差(右軸）

既存店総荒利益高前年比（左軸） 既存店売上高前年比（左軸）

既存店の状況（単体） 

既存店売上高前年比は、小商圏業態としての評価の高まりと客層拡大の進展に伴い、中食とたばこの

好調が震災影響をオフセットして、上期（106.4%）に引き続き、下期も104.4%と順調に推移。 

総荒利益率は、たばこの影響（▲1.0％ポイント）により前年を下回ったものの、SCMとCRMの連動が 

奏効し、たばこを除く商品の総荒利益率は計画を上回り、前年比0.5%ポイント増加。 

結果、当社が重視する既存店荒利益高前年比は104.0%と計画を1.3%上回り、オーナーの収益も向上。 

ご参考：2011年度通期既存店前年比  
総荒利益高： 104.0% 売上高：105.4% 客数：101.0% 客単価：104.3% 
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既存店の好調により、閉店は計画より94店減少。出店は計画より25店増えたため、純増は計画を 

大きく上回る289店で着地。 

新店日販は51.6万円と前年より1万円増加。 

出店の状況（単体） 

（出店／閉店／純増： 店） （新店日販： 千円） 
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販売費及び一般管理費の主要項目 

連
結 

単
体 

人件費：業績好調による賞与引当金分が増加 

 IT関連費用：EC・サービス関連の先行投資で増加 

広告宣伝費：Pontaカード会員向け販促活動を強化 

その他：店舗純増に伴う施設費等の経費が増加 

 HMVを当社グループに取り込んだ影響により増加 
 LANsのATM設置台数増により増加 

計画差： +18億円 
（単体要因に加え） 
 LHEのチケット・物販好調に伴い販売コストが増加 
 LANsの業績好調に伴い販促が増加 

計画差：+10億円 

ローソンセレクト販促やPontaカード会員向け販促活

動を強化 

連
結 

単
体 

通期前年差 通期計画差 

2010年度 2012年度

（単位：億円） 実  績 実績 前年差 見通し
販売費及び一般管理費 1,799 1,881 82 5-10%増

＜主な戦略的経費＞
　　人件費 357 358 1 微増
　　IT関連費用 147 157 10 5-10%増
 （ハードリース・ソフト償却・保守費等）

　　広告宣伝費 90 111 21 15-20%増

2,426 2,609 183 5-10%増

単
体

連結   販売費及び一般管理費

2011年度
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ローソンATMネットワークス 

九九プラス 

上海華聯羅森 

ローソンHMVエンタテイメント 
総合エンタメモールの稼動など、エンタメ強化策が奏効し、チケット売上好調。 
Loppiや自社のWebサイト等利益率の高い販売ルートを活用したこともプラス寄与。 

震災によるPRiSM導入の遅れと商品供給不足をカバーできず、営業利益は前年比
6%増益ながら計画は未達。FC化はほぼ順調に進捗。 

店舗純増による導入台数の増加に加え、節電に伴う金融機関のATM稼動時間 
短縮による需要シフトも手伝い、取扱件数も増加。 

出資比率を49%から85%に引き上げ経営権を確保。10-12月3ヶ月を連結し、約2000
万円の営業赤字を連結営業利益として取り込み。 

主な子会社・関連会社の収益 

（単位：億円）

＜主要子会社:営業利益＞ 2012年度

決算月 出資比率 実績 前年同期差 見通し

九九プラス 2月 100.0% 18.8 1.1 21.0
ローソンHMVエンタテイメント 2月 100.0% 16.5 5.3 23.0
上海華聯羅森 12月 85.0% ▲2.8

* ▲ 2.9 ▲ 9.0
ローソンATMネットワークス 2月 70.9% 36.3 4.8 43.0
*2011年1月から12月の1年間の実績です。

＜主要持分法適用会社:営業利益＞
ローソン沖縄 2月 49.0% 7.7 1.7

2011年度

2011年度
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2011年度通期実績（連結B/S ・連結C/F） 

新リース会計適用の影響 
「有形固定資産」 541億円 「流動/固定負債｣ 491億円 

（単位：億円）

2011年度 前期末増減 2011年度 前期末増減
流動資産合計 1,601 151 流動負債合計 2,179 253
（内、現金及び預金） 790 42 （内、買掛金） 882 68
（内、有価証券） 49 19 （内、預り金） 750 126
（内、未収入金） 326 33 固定負債合計 988 238
固定資産合計 3,712 402 （内、預り保証金） 357 ▲ 14
有形固定資産 1,838 250 純資産合計 2,146 61
無形固定資産 389 28 （内、資本金） 585               -
投資その他の資産 1,484 123 （内、利益剰余金） 1,072 76

（内、長期貸付金） 321 3 負債・純資産合計 5,314 554
（内、差入保証金） 836 20

資産合計 5,314 554

（単位：億円）

2009年度 2010年度 2011年度

営業C/F　 406 722 863

投資C/F　 ▲ 425 ▲ 305 ▲ 529

フリーC/F ▲ 19 416 334

財務C/F ▲ 272 ▲ 287 ▲ 275

（参考）現金預金期末残高 640 748 790
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* 

Pontaカード会員をターゲットとした販売促進を強化 
客層拡大に向けた、生鮮関連やFF、中食、PB・ローソンセレクトなどの商品開発を推進 
総荒利益率は、原材料調達の優位性を活かし、SCMとCRMの連動で0.5%ポイント向上 

2012年度通期会社予想(連結) 

2010年度 2011年度

（単位：億円） 実績 実績 計画 前年比・差
チェーン全店売上高 16,828 18,258 19,640 107.6%
営業利益 555 617 660 106.8%
対ﾁｪｰﾝ売上高営業利益率 3.3% 3.4% 3.4% 0.0%P
経常利益 545 617 651 105.5%
当期純利益 253 248 334 134.2%
ROE 12.8% 12.0% 15.3% 3.3%P
EPS（円） 254.61 249.17 334.38 134.2%
配当性向 66.8% 72.2% 56.8% ▲15.4P
一株当たり(予想)配当(円） 170 180 190 10

国内総店舗数 9,994 10,457 11,007 550

（以下、単体）
既存店総荒利益高前年比 101.4% 104.0% 102.7% ▲1.3%P
既存店売上高前年比 100.8% 105.4% 101.0% ▲4.4%P
総荒利益率 30.6% 30.1% 30.6% 0.5%P
たばこ抜き総荒利益率前年差 0.5% 0.5% 0.5% 0.0%P

2012年度通期 計画

* 震災影響および 
資産除去債務を除いた 
場合の概算ROE：15.1％ 
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副社長執行役員COO・CVSグループCEO 
玉塚 元一 

CVS事業の取組み 
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本日お話させていただくこと 

1. 客層拡大 

2. 商品開発力強化 

3. Ponta会員への取組み強化 
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ローソンストア100

生鮮強化型ローソン

1. 客層拡大：生鮮コンビニの拡大 

注：ローソンストア100の店舗数は、旧SHOP９９店舗を含みます。2011年度末の生鮮強化型店舗数は、 
旧ハイブリッド（ゴンドラ1本タイプ）に加え、棚3段タイプの店舗数を含みます。 

生鮮コンビニ全体で2010年度末より約2,800店増加（2011年度末） 

生鮮コンビニの店舗数の推移 （店） 
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1. 客層拡大：ローソンストア100の課題と対策 

 ローソングループシナジー
の具現化の遅れ 
 

 商品改革の遅れ 
 

 震災影響による新システム 
導入の遅れ 

 マネジメント体制の見直しにより、ローソン本体
とのシナジーを強化 
 

 ローソンの商品開発力を活用したバリューライン
などの商品力強化 
 

 ローソンの調達力を活用した生鮮関連商品の強
化と値入率の改善 
 

 PRiSM改革の推進による発注精度の向上 
 

 生鮮コンビニを活用したエリア戦略の推進 

Pontaカード導入による客数・客単価の引き上げ 

＋ 

2012年度の対策 

2011年度の課題 
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1. 客層拡大： 生鮮強化による客層拡大① 

2011年度下期の女性比率 （平均購入金額ベース） 

生鮮強化型に改装した店舗で女性比率が増加 

改装後、時間の経過とともに女性客が定着 

注： 2011年2月末時点の存在していた店舗9,082店について、Pontaカードベースの来店顧客の購入金額に占める女性の購入金額の割合を算出。 



Copyright (c) 2012 Lawson, Inc.  All rights reserved. 15 

18.6%

19.8% 20.1% 20.3%

4.9%

5.5%

7.1%

7.9%
23.5%

25.3%

27.2%

28.2%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

18.0%

20.0%

22.0%

24.0%

26.0%

28.0%

30.0%

非改装店舗 半年以上
1年未満

1年以上
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生鮮強化型店舗（改装後の経過年数）

1. 客層拡大：生鮮強化による客層拡大② 

2011年度下期のシニア比率（店舗別平均購入金額ベース） 

従来コンビニに縁遠かった高齢者世代（65歳以上、90歳未満）が増加 
改装後、時間の経過とともにシニア客層が定着 

注： 2011年2月末時点で存在していた店舗9,082店について、Pontaカードベースの来店顧客の購入金額に占めるシニア比率を算出。 
各カテゴリーのサンプル数は前頁と同様。 

65～90歳未満 

50～65歳未満 
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非改装店平均 神奈川南支店生鮮強化型店舗平均

1. 客層拡大：生鮮強化型店舗の目指す姿① 

女性売上比率の比較（Ponta会員ベース） 

神奈川南支店エリア 

注1：非改装店とは 2011年2月末時点の存続店舗9,082店のうち、非生鮮強化型店舗 
注2：神奈川南支店全80店舗のうち、生鮮強化型に改装した30店舗の平均値を算出 

1. 住宅立地ドミナント展開 

支店内の生鮮強化型店舗比率を60％以上に拡大 
 
“生鮮 = ローソン”のイメージをエリア内で定着 
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生鮮強化型店舗平均

千円

その他生鮮関連商品

ローソンセレクト

生鮮

1. 客層拡大：生鮮強化型店舗の目指す姿② 

2. 生鮮品の徹底訴求、関連商品の品揃え充実 

売り方・見せ方を工夫し、 

“従来のコンビニのイメージ”から脱却 

同様の取組みを全国の住宅立地エリアで推進中 

注1：非改装店とは 2011年2月末時点の存続店舗9,082店のうち、非生鮮強化型店舗 
注2：2011年度2月末時点の存在店のうち神奈川南支店全内の生鮮強化型店舗を抽出 

生鮮及びその関連商品の日販売上 
（2012年度2月末時点） 

倍増 
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ﾁﾙﾄﾞ寿司 冷し麺 

米飯 

2．商品力強化 

デザート 

冷やし麺 

常温和洋菓子 

調理麺 ＦＦ ローソンセレクト 

http://www.lawson.co.jp/recommend/uchicafe/item_ankoya/51672.html
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3. Ponta会員への取組み強化 

カード会員数拡大のステージから、会員売上比率アップのステージへ 

ロイヤリティの高いお客様向け施策を行い、販促活動の選択と集中を強化 

（会員売上比率） 

2,000万人 
（2009年度末） 

3,000万人 
（2010年度末） 

4,000万人 
(2011年度末） 

Pontaカード会員数 

会員売上比率 

40％ 
(2011年度末） 

50％ 
(中期的目標） 

100.1%
100.4%

101.1%

101.8%

99.0%

100.0%

101.0%

102.0%

103.0%

35%以上 40%以上 45%以上 50%以上

会員売上比率と客数前年比の関係 
（2011年度下期） （客数前年比） 

（会員売上比率） 注：店舗におけるPonta会員の売上比率毎の平均客数前年比の相関。 

http://upload.wikimedia.org/wikipedia/ja/4/4f/%E3%83%9D%E3%83%B3%E3%82%BF.jpg
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代表取締役社長CEO 
新浪 剛史 

持続可能な成長に向けて 
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営業利益の連続成長の実現 

（2002年度＝100） 

(年度） 

平均複利成長率*7%（2002～2011年度）で 9年連続増益を達成 

CVS大手3社の営業利益の推移 
（2002年度水準を100とした場合の指数） 

＊ 平均複利成長率=CAGR（Compound Annual Growth Rate）  
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38.0%
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持続的な総荒利益率の改善 

業務改革“PRiSM”開始以来、総荒利益率を継続的に改善 

たばこ抜き総荒利益率の推移 

(年度) 

CRM本格稼動 
SCM改革 

     

業務改革 

SCM CRM 

http://upload.wikimedia.org/wikipedia/ja/4/4f/%E3%83%9D%E3%83%B3%E3%82%BF.jpg
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営業利益1,000億円達成に向けての中期的ロードマップ 

連結子会社 

単体 

自社株買い 
消却/配当 

ROE20% 

営業総利益 

連結営業利益 

1,000億円 販管費 

総荒利益率 

既存店売上 

既存店 
総荒利益高 

純増 

 

+3-4%（累計）* 

+4-5%（累計）* 

+約400億円 

+約400億円 

2,000-3,000店 
（累計）* 

営業利益1,000億円の達成に向けた経営施策 
 Pontaカードを活用したCRMの本格稼動 
 SCM構造改革によるコスト構造の見える化 
 リアルとECの相互送客を通じたPonta会員のお財布シェアの拡大 
 日本型CVSのノウハウ活用による海外進出 

＊上記の累計数値はそれぞれのカテゴリーごとの目標値を示しており、合計すると営業利益目標を超過 
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フランチャイズパッケージの改定 

加盟店と本部との継続的なコミュニケーションにより実現 

節電・要冷設備導入 電気代半額：本部負担 

機会ロス削減 

生鮮・Ponta販促強化 
優良物件の確保 

廃棄の一部：本部負担 

チャージ率改定 
新店支援強化 

■ 新パッケージ導入の背景と特徴 



Copyright (c) 2012 Lawson, Inc.  All rights reserved. 25 

Pontaカードを軸とした相互送客（Online to Offline/Offline to Online） 

コンビニ店舗で培った信用力とCRMをECビジネスに活用し、 
Pontaカード会員4000万人における当社のお財布シェアを拡大 

コンビニ決済・ 
店舗受取り 

Home Convenience 
（バーチャル店舗） 

3,000SKU 

SKU数の大幅拡大 

Checked by Lawson  
（マーチャンダイジング機能） 

Loppi 

（ECモール） 

Neighborhood Store 
（リアル店舗） 

WiｰFi  
  つかえます 

SNS WiFi 

相互送客 

LAWSON 

アプリ 

Pontaカード会員
4,000万人 

ブランド力 
品質の高さ  データ分析  

https://loppi.jp/
http://upload.wikimedia.org/wikipedia/ja/4/4f/%E3%83%9D%E3%83%B3%E3%82%BF.jpg
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海外事業の展開 

“SCM+CRMを活用した日本型コンビ二” を拡大するステージへ 

大連 

広州 ミャンマー 

重慶 
上海 

インドネシア 

     天津 
青島 

武漢 

成都 

香港 

タイ 

マレーシア 

ベトナム 

瀋陽  

インド 

シンガポール 

北京 

日本型CVSのノウハウ移転やM&A加速により出店を拡大 
中国に400店、インドネシアに100店、海外合計で500店以上出店予定 
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0.0% 1.0% 2.0% 3.0% 4.0% 5.0% 6.0%

ROIC重視の出店戦略 

ローソン 
ROIC: +1.2%Pt 

競合2社平均 
ROIC: -3.6%Pt 

競合他社との投下資本利益率の変化（8年間）の比較 

期
中
平
均R

O
IC

(

％) 

店舗数増加率 

※1 ROIC=税引後(税率40％で試算)営業利益÷期中平均投下資本(純資産＋有利子負債) 
※2 店舗数増加率(2003年2月期から2011年2月期までの年率平均増加率) 
※3 矢印は2003年2月期から2011年2月期までのROICの変化率を示す 

出店拡大フェーズにおいてもROIC重視の出店戦略を堅持 
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2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012

持続的増配の継続 

（円） 

（計画） 
（年度） 

2011年度に引き続き、2012年度も10円増配（190円）を予定 

配当金の推移 
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0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012

ROEの持続的伸張と株主還元 

キャッシュフロー 

再投資 
（ROIC重視） 

株主還元 

（％） 

Return 連結営業利益 

1,000億円 
Equity 

■ キャッシュフローの適正配分でROEを向上 

増配 

自社株消却 

ROEの推移 

キャッシュフローを再投資と株主還元に配分することにより、持続的成長を達成 

(年度） 

* 震災影響および 
資産除去債務を除いた 
場合の概算ROE：15.1％ 

(計画） 

15.3％ 
(2012年度目標） 
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2012年度計画：上期/下期内訳 

（連結：億円） 上期 下期 通期
チェーン全店売上高 9,840 9,800 19,640
営業利益 340 320 660
対ﾁｪｰﾝ売上高営業利益率 3.5% 3.3% 3.4%
経常利益 336 315 651
当期純利益 167 167 334
（単体）
既存店総荒利益高前年比 102.4% 103.0% 102.7%
既存店売上高前年比 101.0% 101.0% 101.0%
総荒利益率 30.6% 30.7% 30.6%

2012年度計画



Copyright (c) 2012 Lawson, Inc.  All rights reserved. 32 

設備投資の状況 

 新店投資はグループ出店戦略をもとに原資配分 
既存店投資は生鮮強化型への改装が中心 

2009年度 2010年度 2011年度 2012年度
（連結：億円） 実績 実績 実績 計画
新店 198 136 215 310
既存店 81 89 102 130
IT関連 94 74 77 60
その他 6 10 6 0
小計 380 310 402 500

減価償却費 274 330 378 437
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見通しに関する注意事項 
本資料では、ローソンおよび関係会社の将来についての計画や戦略、業績に関する予想および見通しの記述が含まれています。これらの記述は過去の
事実ではなく、当社が現時点で把握可能な情報から判断した仮定および所信に基づく見込みです。また、経済動向、コンビニエンスストア業界における
競争の激化、個人消費、市場需要、税制や諸制度などに関わるリスクや不確実性を際限なく含んでいます。それゆえ実際の業績は当社の見込みとは
異なる可能性のあることをご承知おきください。なお、本資料で掲載している数値については、単位未満を切り捨てしています。 

 


